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研究成果の概要（和文）：　調査研究の結果、次の３点が明らかになった。
　①小学校においては、学校運営協議会において、学力向上のための自校の取組について話し合うことが児童の
国語Ａの学力を高める可能性がある。②中学校の地域運営学校（コミュニティスクール、以下「ＣＳ」とするこ
とがある）において、生徒が地域の伝統行事や祭りの担い手になるための活動を行うことは、生徒の学力を高め
る可能性がある。③経済的背景が厳しい中学校のCSでは、学校運営協議会の「教職員の支援」の役割を重視し
て、CSに学力向上部会を設置することを通して、生徒の学習時間を伸ばしている可能性がある。

研究成果の概要（英文）： As a result of the research, the following three points were revealed.
 ①At an elementary school, it is possible that the school management council may improve the 
academic ability of a child's national language A by discussing their action to improve their 
academic ability. ②In community schools in junior high schools, it is possible for students to 
improve their academic ability by conducting activities to be the staff of local traditional events 
and festivals. ③Community schools in junior high schools, where the economic background is severe, 
emphasize the role of "faculty support" of the School Management Council. Community schools, which 
emphasize the role of "faculty support" of the school management council, may be able to increase 
the learning time of students through the establishment of the academic ability improvement 
subcommittee.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　これまでの先行研究では、不利な環境に置かれた児童生徒の学力を高める学校においては、学校と保護者・住
民間が緊密に連携していることが一貫して見いだされていた。しかし、学校と保護者・住民間の関係に大きな影
響を及ぼすと思われるコミュニティスクールをどのように運営すれば、不利な環境に置かれた児童生徒の学力を
高めることができるのかについては解明されてこなかった。本研究は不利な環境に置かれた生徒の学力を高める
コミュニティスクールの運営の一端を解明した点で、一定の学術的、社会的意義があると考える。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通）  
１．研究開始当初の背景 
 経済活動のグローバル化にともない、日本における家庭の経済格差は拡大の一途をたどって
いる。1984 年～2009 年にかけて、日本のジニ係数は増大し続けており（総務省「平成 21 年
全国消費実態調査」）、1995 年以降 2012 年にかけて、就学援助率も増大し続けている（内閣府
「平成 26 年版子ども・若者白書」）。これに対し 2013 年、政府は「子どもの貧困対策の推進に
関する法律」を制定し、家庭の経済格差が児童生徒の諸能力の発達の格差に与える影響を最小限
にしようと試みている。家庭の経済状況と児童生徒の学力の間には、明確な相関関係が見られる
（お茶の水女子大学 2014）。このことが学校教育による世代間の社会階層の移動を妨げる可能
性があることを考えれば、効率的な社会運営のためにも、経済格差が学力の格差に与える影響を
克服する地域運営学校の運営モデルの構築は喫緊の課題であると考えた。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、社会経済的背景が厳しい学校において児童生徒の学力を高める地域運営学

校の運営モデルを構築することである。 
 これまで、社会経済的背景が厳しい学校において、学校運営協議会がどのように機能するのか
については着目されてこなかった。一方、主に欧米において研究されてきた、社会経済的背景が
厳しい学校において学力を向上させる学校の特徴については、「効果のある学校」研究として日
本にも紹介されてきた（小野由美子 1988、鍋島祥郎 2003）。志水宏吉ら（2009）は、日本の「効
果のある学校」の特徴を明らかにし、それら特徴間の関連を解明している。これら「効果のある
学校」においては、学校と保護者・住民間が緊密に連携していることが一貫して見いだされてい
る。しかし、学校と保護者・住民間の関係に大きな影響を及ぼすと思われる地域運営学校をどの
ように運営すれば、不利な環境に置かれた児童生徒の学力を高めることができるのかについて
は未だ解明されていない。 
本研究は、以上のような現実や研究状況を背景に、社会経済的背景の厳しい学校において、児

童生徒の学力を高める地域運営学校、換言すれば「効果のある地域運営学校」の運営モデルを構
築するものである。 
 
３．研究の方法 
（１）予備調査 
質問紙調査によって「効果のある地域運営学校」を特定する。 

 
（２）質的調査 
 「効果のある地域運営学校」において、どのようにコミュニティスクールが運営されているの
か、を観察、聞き取り調査によって明らかにする。 
 
（３）量的調査 
 上記（２）で明らかになった、社会経済的背景が厳しい学校における児童生徒の学力を高めて
いるコミュニティスクールの運営が、質的調査の対象となった学校以外でも見られるのか、を質
問紙調査によって明らかにする。 
 
４．研究成果 
（１）予備調査 
 2015 年 8～9 月に、質的調査の対象校を選定するための予備調査を実施した。2012 年 4 月時
点で学校運営協議会が設置されていた小中学校（約 1100 校）を対象に、質問紙を配布し、217 校
から回答を得ることができた。次に、全国学力・学習状況調査の分布を参照し、相対的に「効果
のある地域運営学校」に相当すると思われる学校を 12 校選定した。 
 また、2016 年～2017 年に実施する継続的な訪問調査対象校を選定する上で、12 校を対象に、
一度聞き取り調査（予備の訪問調査）を実施した上で、継続的な訪問調査対象校を決めることに
した。訪問調査の結果、「効果のある地域運営学校」として６校を選定し、2016 年度から 2017 年
度にかけて、継続的に訪問調査を行うこととした。 
 
（２）質的調査 
 ６校の「効果のある地域運営学校」への訪問調査を実施した。６校中４校には２回程度の学校
訪問を行った。研究代表者が担当した２校（A中学校、B中学校）には、合計 11回の訪問調査を
行った。その結果、語られた「効果のあるＣＳ」の運営要因は学校ごとに多様であることが明ら
かになった。予備調査の結果を含め、その概要は次の通りである。 
D 小学校や H小学校のように、全国学力調査の結果を分析して、全国と比較した時の問題点に

着目し、その問題を解決するために学校全体で取り組みを進めている学校があった。 
一方で、E小学校のように、学校全体ではなく、６年生の担任が学年単位で、４月当初に全国

学力調査の過去の問題を児童に解かせて、解き方に慣れさせる訓練をしている学校もあった。H
小学校でも同様の語りが聞かれた。 
 他方で、G 中学校や I 中学校のように、「被災地学習」や「探求学習」といった、教科ではな
く、総合的な学習に主に位置づけられる学習の成果を、高い学力の要因として挙げた学校もあっ



た。 
 A 中学校では、CSの活動の一環として、直接、児童生徒の学力を高めるための住民による活動
が実施されていた。また、A中学校の生徒は、総合的な学習の時間において、地域にある古代か
ら伝わる重要文化財の神楽を伝承する学習活動を行っていた。 
 B 中学校では、学校運営協議会や、小学校との合同学校運営協議会にて、教員や委員、時には
生徒がともに、部会の活動の成果と問題、問題の解決策を出し合い、解決策を実施することを通
して、活動を継続的に改善していた。その活動には、生徒の自主学習を支援する活動や、生徒に
よる家庭でのメディア視聴の制限に関する内容が含まれていた。 
また、小中合同の学校運営協議会を活用して、中学校区の児童生徒の家庭学習の習慣化や、メ

ディア視聴の制限の取り組みを立案していた。さらに、毎週のように行われる小グループでの授
業研究では、委員が授業を観察し、教員と意見交換することを通して、教員の授業改善が図られ
ていた。 
 以上のように、「効果のある地域運営学校」の運営要因は、多様に語られたり、観察されたり
した。しかし、どの運営要因が特に重要なのかを特定することは、質的調査では困難であった。 
 
（３）量的調査 
 そこで、質的調査で明らかになった「効果のあるコミュニティスクールの運営要因」と、児童
生徒の学力や非認知的能力の関連を検討するため、質問紙調査を実施した。2019 年 3 月から４
月にかけて、2013 年 4月時点でのコミュニティスクールに指定されていた小学校 1028 校（調査
時点で存在していない学校を含まない）に調査票を送付した。そのうち、169 校から調査票を回
収した。そのうち 61校から回答の許可を得られなかったため、残りの 108 校分の調査票を分析
の対象とした。送付した数を分母とした有効回収率は 10.5％であった。 
 同時期に、2013 年 4 月時点でのコミュニティスクールに指定されていた中学校 463 校（調査
時点で存在していない学校を含まない）に調査票を送付した。そのうち、99 校から調査票を回
収した。そのうち 19校から回答の許可を得られなかったため、残りの 80 校分の調査票を分析の
対象とした。送付した数を分母とした有効回収率は 17.3％であった。 
なお、本調査では、学校運営協議会の役割について、「学校運営の監視」「連携・協働の促進」

「学校運営の監視」の３つに関して、それぞれ３つの対で比較し、回答校がどの役割を重視して
いるかを尋ねた。これらの一対比較の回答をもとに、各役割重視得点の合計が 1となる AHP 得点
を算出した。この得点が高いほど当該役割が重視されていることを意味する。 
 

①小学校調査 
 小学校調査から、主に次の５点のことが明らかになった。 
 １）小学校の CSにおける学校経営監視役割重視得点の平均は 0.16、連携・協働役割重視得点
の平均は 0.5、学校支援役割重視得点の平均は 0.34 であった(N=107)。 
 ２）算数Ａの平均正答率と、ＣＳ年間開催数の相関係数は 0.29 であり、5％水準で有意であっ
た。 
 ３）国語Ａの平均正答率と、学校運営協議会において「学力向上のための貴校の取組について
話し合っている」の相関係数は 0.3 であり、5％水準で有意であった。 
 ４）国語Ａの平均正答率と、「市町村教育委員会がＣＳの活用を通した学力向上に力を入れて
いた」の相関係数は 0.29 であり、5％水準で有意であった。 
 ５）学校運営協議会において「学力向上のための貴校の取組について話し合っている」と、「市
町村教育委員会がＣＳの活用を通した学力向上に力を入れていた」の相関係数は、0.25 であり、
5％水準で有意であった。 
 上記１）～５）より、市町村教育委員会がＣＳの活用を通した学力向上に力を入れている小学
校のＣＳでは、学校運営協議会において、学力向上のための自校の取組について話し合うことが
多くなると考えられる。また、そうした話し合いにより、教職員や住民による児童への学習支援
の質と量が高まることを通して、児童の国語Ａの平均正答率が高まる可能性があると考えられ
る。 
 
②中学校調査 
 中学校調査から、主に次の８点のことが明らかになった。 
 １）中学校の CS における学校経営監視役割重視得点の平均は 0.2、連携・協働役割重視得点
の平均は 0.5、学校支援役割重視得点の平均は 0.3 であった(N=76)。 
 ２）数学Ｂの平均正答率と「生徒が地域の祭りの担い手になるための活動を行っている」の相
関係数が 0.38 であり、5％水準で有意であった。 
 ３）国語Ｂの平均正答率と「生徒が地域の祭りの担い手になるための活動を行っている」の相
関係数が 0.43 であり、5％水準で有意であった。 
 ４）国語Ｂの平均正答率と「生徒が，地域の伝統行事の担い手になるための活動を行っている」
の相関係数が 0.38 であり、5％水準で有意であった。 
 ５）「人の役に立つ人間になりたいと思う」と「住民が、生徒が登下校する際、見守り活動を
行っている」の相関係数が 0.41 であり、5％水準で有意であった。 
 ６）「調査対象である第３学年の生徒のうち、就学援助を受けている生徒の割合」と、学校運



営協議会の役割に関する「教職員の支援の重視度」の相関係数は 0.39 であり、5％水準で有意で
あった（N=28）。 
 ７）CS に学力向上を主な役割とする部会を設置している中学校における「教職員の支援の重
視度」の平均値は 0.34、標準偏差は 0.16 であった（N=27）。一方、CSに学力向上を主な役割と
する部会を設置していない中学校における「教職員の支援の重視度」の平均値は 0.28、標準偏
差は 0.12 であった（N=46）。両者の差は 5％水準で有意であった（t値=-2.09）。 
 ８）CS に学力向上を主な役割とする部会を設置している中学校における「生徒の学校の授業
を除く普段の１日の学習時間」の学校得点の平均値は 4.18、標準偏差は 0.32 であった（N=10）。
一方、CS に学力向上を主な役割とする部会を設置していない中学校における「生徒の学校の授
業を除く普段の１日の学習時間」の学校得点の平均値は3.90、標準偏差は0.43であった（N=17）。
両者の差は、10％水準で有意であった（t値=-1.73）。 
 上記６）から８）より、経済的背景が厳しい中学校の CS では、学校運営協議会の「教職員の
支援」の役割を重視して、CS に学力向上部会を設置することを通して、生徒の学習時間を伸ば
している可能性があると考えられる。 
  
（４）総合的考察 
 以上のことから、社会経済的背景が厳しい学校において児童生徒の学力を高める地域運営学
校の運営モデルについて、次の３点を指摘できる。 
 第一に、小学校においては、学校運営協議会において、学力向上のための自校の取組について
話し合うことが児童の国語Ａの学力を高める可能性がある。 
 第二に、中学校のコミュニティスクールにおいて、生徒が地域の伝統行事や祭りの担い手にな
るための活動を行うことは、生徒の学力を高める可能性がある。 
 第三に、経済的背景が厳しい中学校の CS では、学校運営協議会の「教職員の支援」の役割を
重視して、CS に学力向上部会を設置することを通して、生徒の学習時間を伸ばしている可能性
がある。この点に関して、耳塚・中西(2014: 107)は、「学力は社会経済的背景に規定されつつも、
学習時間の多さが高い学力の獲得に対して独立した効果を持っている」と述べている。よって、
こうした CS の運営により、生徒の学力を伸ばすことができる可能性があると考えられる。 
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